
（単位：億円）

令和2年度 上半期経営状況

１　主要勘定の状況

R2年9月末
貯 金 等 27,524 28,106 28,294 28,626 28,213 27,954

科　　　目 H30年3月末 H30年9月末 H31年3月末 R1年9月末 R2年3月末

17,647 17,279 17,219 16,467 15,737

貸 出 金 2,927 3,183 3,272 3,427 3,381 3,448
預 け 金 17,602

11,469

○ 貯金等残高は、 2兆7,954億円 （前年同期比 －671億円、2.34％減）となりました。

有 価 証 券 8,822 9,527 9,989 10,469 11,167

○ 貸出金残高は、 3,448億円 （前年同期比 ＋20億円、0.6％増）となりました。

○ 預け金残高は、 1兆5,737億円 （前年同期比 －1,481億円、8.6％減）となりました。

○ 有価証券残高は、 11,469億円 （前年同期比 ＋1,000億円、9.55％増）となりました。
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＜半期＞ （単位：億円）

＜通期【参考】＞ （単位：億円）

経 常 利 益 49 67 71
当 期 剰 余 金 40 55 57

２　損益の状況

科　目 H30年9月末 R1年9月末 R2年9月末

業 務 純 益 47 65 67

経 常 利 益 68 68 75
当 期 剰 余 金 57 57 63

科　目 H30年3月末 H31年3月末 R2年3月末

業 務 純 益 64 64 80

(注)「業務純益」とは、金融機関の基本的な業務にかかわる利益を表す指標です。貯金、貸出
　　金、有価証券などの利息収支と各種手数料などから、金融機関が活動していくうえで必要と
　　なる費用を差引いたものです。
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（単位：百万円）

３　自己資本比率

（単位：億円、％）

項　　　目 H30年3月末 H30年9月末 H31年3月末 R1年9月末 R2年3月末 R2年9月末

5 4 5 4 6 5

2,274
コア資本に係る基礎項目(B) 1,990 2,042 2,176 2,243 2,211 2,279
コア資本に係る控除項目(C)

自 己 資 本 (B-C)(A) 1,984 2,037 2,171 2,238 2,205

13,210
自 己 資 本 比 率 (A/D) 18.41 18.80 17.57 16.95 17.00 17.21

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 (D) 10,774 10,837 12,352 13,205 12,968

17

- 17

４　金融再生法開示債権

債 権 区 分 H31年3月末 R1年9月末 R2年3月末 R2年9月末
保全額（R2年9月末）

担保･保証等 引当金

24 18 17

金 融 再 生 法 開 示 債 権 26 24 18 383 -

- - -
正 常 債 権 327,340 342,887 338,298 344,614

要 管 理 債 権 - - -

危 険 債 権 - - - 366 - -

破産更生債権及びこれら
に 準 ず る 債 権

26

(注)　１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続
　　　　開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準
　　　　ずる債権をいいます。
　　　２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績
　　　　が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
　　　　権をいいます。
　　　３．要管理債権とは、基本的に３か月以上延滞債権で上記１及び２に該当しないもの及び
　　　　貸出条件緩和債権をいいます。
　　　４．正常債権とは、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１
　　　　から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。

合 計 327,366 342,912 338,316 344,997

 (注) 「経営の健全性」をはかる指標として、「自己資本比率」が用いられますが、その基準は
　　　次のようになっております。
　
    ※　自己資本比率の基準は、海外に拠点を有する金融機関（国際基準）は８％以上、国内の
　　　みで営業している金融機関（国内基準）は４％以上になります。なお、当会はＪＡバンク
　　　独自の自主ルール（ＪＡバンク基本方針）で設定されている水準８％基準を採用していま
　　　す。
　　※　農協法第１１条の２第１項第１号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための
　　　基準に係る算式に基づき算出しております。
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（単位：百万円）

○有価証券 （単位：百万円）

○金銭の信託 （単位：百万円）

５　リスク管理債権

債　権　区　分 H31年3月末 R1年9月末 R2年3月末 R2年9月末

破 綻 先 債 権 － － － －
延 滞 債 権 14 13 10 375

合 計 14 13 10 375

３ か 月 以 上 延 滞 債 権 － － － －
貸 出 条 件 緩 和 債 権 － － － －

(注)　１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事
　　　　由により、元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し
　　　　なかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
　　　　う。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホま
　　　　でに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。
　　　２．延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又
　　　　は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸出金をいいます。
　　　３．３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日から３か月以
　　　　上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものをいいます。
　　　４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
　　　　減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め
　　　　を行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものをい
　　　　います。

差額
売 買 目 的 － － － － － －

６　有価証券の時価情報等

保 有 区 分
H31年3月末 R1年9月末

取得価額 時価 差額 取得価額 時価

639
そ の 他 907,698 973,150 65,452 944,901 1,030,447 85,545

満 期 保 有 目 的 35,036 35,847 810 32,036 32,676

差額
売 買 目 的 － － － － － －

86,184

保 有 区 分
R2年3月末 R2年9月末

取得価額 時価 差額 取得価額 時価

合 計 942,734 1,008,997 66,263 976,938 1,063,123

315
そ の 他 1,038,594 1,113,136 74,542 1,048,974 1,144,538 95,564

満 期 保 有 目 的 29,037 29,485 448 26,037 26,352

差額
運 用 目 的 － － － － － －

95,879

保 有 区 分
H31年3月末 R1年9月末

取得価額 時価 差額 取得価額 時価

合 計 1,067,631 1,142,621 74,990 1,075,012 1,170,891

－
そ の 他 31,869 32,133 264 33,125 33,685 559

満 期 保 有 目 的 － － － － －

差額
運 用 目 的 － － － － － －

559

保 有 区 分
R2年3月末 R2年9月末

取得価額 時価 差額 取得価額 時価

合 計 31,869 32,133 264 33,125 33,685

－
そ の 他 28,011 26,561 △ 1,449 30,527 30,278 △ 248

満 期 保 有 目 的 － － － － －

△ 248

(注) １．取得価額については、取得原価または償却原価によっています。

２．時価については、令和2年9月末における市場価格等に基づく時価により計上しています。

合 計 28,011 26,561 △ 1,449 30,527 30,278



７　ＪＡバンク東京信連の概要

出 資 金 １,３１３億円

総 資 産 ３兆２,８４７億円

貯 金 等  ２兆７,９５４億円

【ＪＡバンク東京信連プロフィール（令和２年１０月１日現在）】

名称(愛称) 東京都信用農業協同組合連合会（ＪＡバンク東京信連）

設 立 昭和２３年（１９４８年）８月

本店 所在地 東京都立川市柴崎町３-５-２５

理 事  ５ 名

監 事 ４ 名

職 員 数 　１６９ 名

貸 出 金  ３,４４８億円

自己資本比率 １７．２１％

経営管理委員 １０ 名

店 舗 数 １店舗（代理店の店舗数は２店舗）

【発行体格付】

　当会は、組合員及び地域の皆様へのより透明性の高い情報開示の一環として格付機
関である株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）から発行体格付として「Ａ（シン
グルＡ）」を平成２９年度に取得し、現在もその格付を維持しています。また、中期
的な格付見通しである方向性についても「安定的」との評価を得ています。
　今後も、取得した格付の維持・向上を経営上の目標の一つに据え、適正な内部統制
を実施することで、当会の持続可能性を高め、安定的で健全な経営を継続するよう、
役職員一丸となって努力してまいります。

―発行体格付『Ａ』（方向性：安定的）―

発行体格付とは、企業の総合的な

信用力について、第三者である格

付機関が客観的な立場から評価を

行い、その結果を符号で表したも

のです。

「Ａ（シングルＡ）」とは、「信

用力は高く、部分的に優れた要素

がある。」とされています。



８　お客さま本位の業務運営に関する取組方針

　当会では、「持続可能な農業と豊かで暮らしやすい地域社会の実現」を理念とし、平成２
９年３月に金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択するととも
に、利用者の安定的な資産形成に貢献するために、以下の取組方針を定め遵守しておりま
す。

お客さま本位の業務運営に関する取組方針
１．お客さまへの最適な商品提供

（１）お客さまに提供する金融商品は、特定の投資運用会社に偏ることなく、社会情勢や手
　　  数料の水準等も踏まえたうえで、お客さまの多様なニーズにお応えできるものを選定
　　  します。

２．お客さま本位のご提案と情報提供

【ＪＡ東京信連機構図（令和２年１０月１日現在）】

（１）研修による指導や資格取得の推進を通じて高度な専門性を有し誠実・公正な業務を行
　　　うことができる人材を育成し、お客さま本位の業務運営を実現するための態勢を構築
      します。

（１）お客さまの金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わせて、お客さまにふさわしい
　　　商品をご提案いたします。

（２）お客さまの投資判断に資するよう、商品のリスク特性・手数料等の重要な事項につい
　　　て分かりやすくご説明し、必要な情報を十分にご提供します。

（３）お客さまにご負担いただく手数料について、お客さまの投資判断に資するように、丁
　　　寧かつ分かりやすい説明に努めます。

３．利益相反の適切な管理

（１）お客さまへの商品選定や情報提供にあたり、お客さまの利益を不当に害することがな
　　　いように、「利益相反管理方針」に基づき適切に管理します。

４．お客さま本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築
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９　社会的責任と地域貢献活動

【はじめに】
　当会は、東京都を事業区域として、ＪＡとの強い絆とネットワークを形成し、地域
社会の一員として地域経済の活性化、持続的発展に資する地域金融機関です。
　また、金融機能の提供にとどまらず、環境、文化、教育といった面も視野に入れ、
広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

【地域への資金供給の状況】
　地域の企業や個人の方への各種ローンの取扱いを行っている他、農業近代化資金、
東京都中小企業制度融資、東京都環境保全資金融資等、各種制度融資を取り扱ってお
ります。

２．お客さまの経営相談等、経営改善に向けた取組みへの支援

３．新規のご融資・お借入条件の変更等のご相談・お申込みに対する適切かつ十分な説明

４．新規のご融資・お借入条件の変更等に関する苦情相談への公正・迅速・誠実な対応

５．金融円滑化の趣旨を踏まえた適切な対応

６．当会の金融円滑化管理に対する体制

◆農業者や中小企業等の経営支援に関する態勢整備の状況

◆新型コロナウイルス感染症に関する対応
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農業者及び事業者に対して相談窓口を開
設し、農業近代化資金、農林漁業セーフティネット資金、東京都中小企業制度融資等
の提案、既存貸付の返済方法変更等の対応をしております。
　また、影響拡大を踏まえ、５月連休期間においても相談窓口を開設いたしました。

【地域密着型金融への取組み】

◆農業者及び中小企業の経営支援に関する取組方針
　当会は、農業者の協同組織金融機関として、農業者の所得増大及び東京農業の振興
に向けた金融サービス提供を行い、農業メインバンク機能を強化する等、今後の高齢
化・人口減少を見据えたうえで農業者、農業関連団体及び農業関連企業等との取引の
維持・拡大に取り組んでおります。
　また、当会の担う公共性と社会的責任を強く認識し、その適切な業務の遂行に向
け、金融円滑化にかかる基本的方針を始め、関係規程等を制定し、遵守しておりま
す。
　当会の金融円滑化にかかる取組みの実施状況については、店頭窓口での案内及び当
会ホームページにて掲示しております。
　なお、経営者保証に依存しない融資の促進を行うため、「経営者保証に関するガイ
ドライン研究会」策定のガイドラインを遵守しつつ、個人保証契約を取り扱っており
ます。

金融円滑化にかかる基本的方針について

金融円滑化にかかる基本的方針（概要）
１．新規のご融資・お借入条件の変更等のお申込みに対する、柔軟な対応

東京都立川市柴崎町3-5-25
　　　　　　　　ＪＡ東京第１ビル 営 業 部 042-523-3109

【お借入条件の変更等に関する相談・申込み及び苦情相談に関する態勢】
　役員及び関係部署長を構成員とする「コンプライアンス委員会」にて、当会の
金融円滑化にかかる対応を一元的に管理し、組織横断的に協議することとしてお
ります。また、協議内容については、必要に応じて理事会へ報告することとして
おります。

　営業本部担当理事を「金融円滑化管理責任者」として、当会全体の金融円滑化
にかかる対応状況を把握する体制となっております。

　営業部に「金融円滑化管理担当者」を設置し、金融円滑化の方針や施策の徹底
に努めております。

　当会では、お客さまからのご融資にかかるご相談の窓口を営業部に設置し、各
種相談を受け付けております。

【相談窓口】

【ご相談受付時間：平日9:00～15:00】

貸出条件変更等に係るご意見・苦情等につきましては、当会総務部にてお受け
いたします。

苦情相談窓口 ＴＥＬ 042-528-1114（平日9:00～17:00）
　コンサルタントとして、株式会社地域経済活性化支援機構法に基づく外部機関
との連携も視野にいれ、前広に受け付けております。

店舗名 所在地 相談窓口 電話番号

本  店



写 写

　その他、各種の行事・フェスティバルに都・区市町村・各種団体等と協力して、協
賛・後援をしております。

【東京都農業祭】
　東京都で生産される農畜産物の品質改良、栽培技術の向上、生産意欲の高揚を図る
と共に、東京農業の重要性をご理解いただくための催しものです。
　11月に東京都農林水産振興財団施設内で開かれた催しでは、農畜産物の共進会が行
われました。

写真０１ 写真０２


